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研究成果の概要（和文）：製品アーキテクチャの変化を、液晶と自動車を事例として、定量的な分析を行った。
グーグルのモジュール化スマホを定量分析すると、高い技術レベルへの挑戦が失敗原因と判った。また、自動車
組立メーカーの「自主開発率」を定量分析すると、安全・快適、通信制御は外部依存しモジュール調達が示唆さ
れる。それらの研究結果から、次の対応策を提言する。
１）｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化を察知するため、デザイン・ルールの難易度、複雑性等の因子
を注視する。２）モジュール化戦略といえども、現場の暗黙知を重視し、日本型の「モジュール化」と「すり合
わせ」の両方を統合した日本に適した戦略を立案する。

研究成果の概要（英文）：The product architecture change was analyzed quantitatively taking LCD and 
automobiles. As the result, it is found that the failure of Google's modular smartphones caused by 
the high-level challenge. Additionally, the “independent development rate” of automobile assembly 
manufacturers was analyzed. As the result, they depend on external suppliers for safety and comfort,
 communication control. This suggest module procurement. Based on the research results, we propose 
the following counter measures. 1) In order to sense the changes in the industrial structure by “
modular” architecture, it is recommended to watch the following factors, such as the difficulty 
level of the design rules, and complexity, competitive strategies, organizational ability, and 
disruptive innovations. 2) Japan need to plan a modular strategy suitable for Japan that integrates 
both "modular" and "integral" architectures.

研究分野：技術経営

キーワード： 製品アーキテクチャ　モジュール化　すり合わせ　産業構造　液晶産業　自動車産業

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本のものづくりの競争力は急速に低下した。日本は、従来は｢すり合わせ｣というきめ細やかな調整能力で競争
力を高めてきた。しかし、製品アーキテクチャは｢すり合わせ｣から｢モジュール化｣へ変化した。日本は｢モジュ
ール化｣の進展に伴う産業構造の変化に対応できていない。
本研究は、製品アーキテクチャの｢すり合わせ｣から｢モジュール化｣への変化を、定量的に実証研究した学術的意
義は大きい。また、この研究結果から、具体的な対応策を提言した。この提言に沿うことより、日本が｢モジュ
ール化｣の進展に伴う産業構造の変化に対応でき、競争力を向上できる社会的意義も大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 

（１）研究提案の背景と問題意識  

日本のものづくりの競争力は急速に低下した。日本は、従来は｢すり合わせ｣というきめ細や
かな調整能力で競争力を高めてきた。しかし、製品アーキテクチャは｢すり合わせ｣から｢モジュ
ール化｣へ変化した。日本は｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化に対応できなかったか
ら競争力が低下したのではないか、との問題意識をもった。 しかし、今までに製品アーキテク
チャと産業構造の変化を定量的に実証分析した研究は殆ど無かった。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、製品アーキテクチャの｢すり合わせ｣から｢モジュール化｣への変化と、それ
に伴う産業構造の変化を、定量的に実証研究することである。具体的には、近年重要性を増す
液晶と自動車を事例として、定量的な分析を行う。 その結果を踏まえ｢モジュール化｣が産業構
造へ与える変化を分析し、対応できる戦略を提言する 

 

３． 研究の方法 

製品アーキテクチャの変化を、液晶ではスマートフォン、自動車では電気自動車に焦点をあ
てて、定量的に実証分析する。具体的には、設計構造行列（DSM）により｢相互依存度｣、特許
分析により｢自主開発率｣を定量的に算出して、製品アーキテクチャの変化を定量分析する。こ
れらの成果を基に、対応できる戦略を提言するため、産業構造の変化との関係を分析する。 

 

４．研究成果 
（１）液晶の製品アーキテクチャの変化に関する定量的実証分析 （中田行彦）： 

①スマートフォンの製品アーキテクチャの変化に関する定量分析（中田 MOT 学会①） 

液晶の製品アーキテクチャの変化を定量分析するため、グーグルのモジュール化スマホの事
例を取り上げた。グーグルは、Project Ara として液晶を用いたモジュール化スマホを開発して
いたが、後に事業化を断念した。｢すり合わせ｣から｢モジュール 化｣へ変化する一般的な傾向と
は逆行する。このため製品アーキテクチャを定量分析するのに適した事例として選択した。 

 モジュール化スマホは、液晶パネルやアプリケーションプロセッサ、カメラ、電池、３Ｇ通
信などの各機能を搭載した「モジュール」を、図１に示すように、「エンドスケルトン」と呼ぶ
骨格をもつケースに挿すことで好みのスマホを組み立てられる。 

Project Ara は、新技術をはぐくむ苗床になることを考えていた。Project Ara の開発責任者
Kaigham J. Gabriel 氏は、次のように述べている（日経エレクトロニクス 2014）。「Project Ara

で導入する新しい技術は、挑戦のしがいがあるものばかりだ。その代表例がモジュールとエン
ドスケルトンの接続に適用した非接触型のインターフェースである」 

2 つの新しい技術に挑戦した。1 つ目は、エンドスケルトンとモジュールの接続に、非接触
型の高速インターフェース（M-PHY）という萌芽期の技術を採用した。非接触型は、接触型に
比べて端子の摩耗がなくコネクターの寿命を延ばしやすい利点がある。しかし今までに殆ど利
用されていなかった。この M-PHY に対応する専用ＩＣの開発が必要だった。2 つ目の技術は、
モジュールを磁石で着脱可能にした技術だ。そのために EPM（electro-permanent magnets） 

という部品を開発した。            

Project Ara では、開発作業に手間がかかり試
験販売を 2016 年に延期し、2016 年 9 月 2 日に
製品化を断念したことが明らかになった。 

モジュール化の失敗原因として、非常に高い
技術レベルへの挑戦が、失敗のリスクを拡大し
たことが考えられる。 

このため、高速インターフェース規格を採用
することによる複雑性の増大について、DSMを
用いて定量分析した。Project Ara のデータネッ
トワークを基本として、データ、つまり情報の
流れに着目し、図２に示す DSM を作成した。 

DSM は、要素間の情報のやり取りから、相
互依存性を図示したものだ。この DSM のマト
リックスにおける X マークは、相互依存関係を
示す。このため、情報の流れの数（X マークの
数）は、相互依存性の強さを示し、「相互依存度」
と言える。 

M-PHY を採用しない場合に比較し、M-PHY  図１ Project Ara のモジュール化スマホ 
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を採用した場合の「情報の流れの数」、つ
まり「相互依存度」が１６増加し、複雑性
が増加したことが判った。    

 つまり DSM で定量分析すると、複雑性
が増加しており、高い技術レベルへの挑戦
が、失敗の原因であることが判った。 

また、想定した使用条件が多様で広範囲
にわたり、この条件を許容するために要求
仕様が厳しくなったことも原因となった。 

その結果、次のことが判った。          

デザイン・ルール設定に必要な技術をど
のように企画するのか、つまり技術の挑戦
レベルをどのように企画するかが、モジュ
ール化を成功させるのに重要である。 

このグーグルのモジュール化スマート
フォンの失敗事例から、製品アーキテクチ
ャの方向を決める因子は、後述するように
多くあるが、「デザイン・ルール」の難易
度が一つであることを見出した。 

 図２ Project Ara のモジュール化スマホの DSM 

 

（２）自動車の製品アーキテクチャの変化に関する定量的実証分析（中田行彦、柴田友厚）：  

①自動車のモジュール化の進展の定量分析 

自動車産業におけるモジュール化の進展の定量的な評価を、自動車組立メーカーの「自主開
発率」により評価した。自主開発率は、研究協力者の柴田友厚(2002)が提唱した考え方で、自
動車部品に関する全特許出願数に対する組立メーカーによる出願数の割合を示す。自主開発率
が小さいと、組立メーカーの寄与は小さく、技術開発の主導権は、組立メーカーから部品メー
カーに移行したと考えられる。つまりモジュール化が進展したことが示唆される。 

柴田等(2002)は 1995 年まで分
析していた為、1995 年から 2015
年の日本の自動車メーカーの特
許を分析し、結果を図３に示す。
「エンジン制御」の自主開発比率
が高くなってきており、自動車組
立メーカーは開発費を負担して
も自社開発を優先し競争力を高
めようとしている。「シャシー制
御」も近年増加傾向である。一方、
「安全・快適」と「通信制御」は、
自主開発率は相対的に低くなっ
ており、外部からのモジュール調
達が示唆される。 
これらのことから、自動車の電

動化が、モジュール化の動向に影
響を与えたことが示唆される。     図３ 自動車組立メーカーの自主開発率(著者作成) 
                 

②自動車における日本型と西洋型「モジュール化戦略」（中田 組織学会④） 

日本を含む世界の自動車メーカーは、設計コストの削減、部品共通化による材料コスト削減、
生産コストの削減のため、「モジュール化戦略」を取ってきている。この「モジュール化戦略」
の欧州と日本のアプローチの違いを、フォルクスワーゲン（VW）と日産の事例で分析した。 

VW が 2012 年 2 月に公表した MQB (独語 Modularer Querbaukasten)は、エンジンを横向
きに搭載する前輪駆動車の開発に適用される設計基盤、つまりモジュール化戦略である（目代, 

2017）。大きく 3 つの階層からなる。最上位階層のビークルアーキテクチャー、第 2 階層はモ
ジュール、第 3 階層は個別の車種開発である。第 2 階層は、更に階層に分かれて、上位階層か
ら 5 つのモジュール・クラスター、約 30 のモジュール・グループ、約 90 のモジュール・ファ
ミリー、約 500 のベーシック・モジュールに分かれている。VW MQB では、車両システムを、
多くの細かなモジュールに切り分け、多数の明確なデザイン・ルールを定義すると共に、デザ
イン・ルールの遵守を徹底することで、共通化と柔軟性を両立しようとしている。 

日産の CMF（Common Module Family）は、ルノーと日産のアライアンスによる新たな開
発手法として発表している。CMF は、エンジンコンパートメント、コックピット、フロント
アンダーボディ、リアアンダーボディ、電気/電子アーキテクチャといった、互換性のある４＋
１「ビッグモジュール」のかたまりをベースに、ルノー/日産アライアンスの車両で 1 つまたは
複数のセグメントをカバーするエンジニアリング・アーキテクチャである。 
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日産の CMF について、プラットフォーム・
車両要素技術開発本部 プラットフォーム計
画・開発部部長山本浩義氏に、2017 年 8 月 23

日にインタビュー調査した。 

「CMFは、2013年から大型車へCMF-C/D、
小型車へ CMF-A,中型車へ CMF-B と順次市場
投入していく。VW のモジュール化戦略 MQB

が細かくモジュールを分割しているのに対して、  

日産 CMF は４＋１の「ビッグモジュール」
をベースにしている。電気/電子アーキテクチャ
を「＋１」として戦略に組込み系列化している。 

この「ビッグモジュール」で構造上のキーポ
イントを定め、部品共通化をサポートしている。
このキーポイントが「Parts commodities」と
して、５７コモディティ(パワーステアリング、
フロントサスペンションメンバ、ブレーキアク
チュエーター等)を設けている。   

つまり、４＋１の「ビッグモジュール」の階
層と、その下位の５７コモディティからなる
「Parts commodities」の階層で、その間のイ
ンターフィェイス、位置、スペースを、マネ   

ージャーがマネージしている。」       図４ 日産 CMF の階層構造（著者作成） 

この「ビッグモジュール」と「Parts commodities」の各階層を図４に示す。 

日産は、CMF の４＋１の「ビッグモジュール」の階層のみを、公式には広報してきた。今
回のインタビュー調査で、下位の階層である「Parts commodities」があることを明らかにす
ると共に、その間をマネージャーがマネージしていることを明らかした。 

 

（３）製品アーキテクチャと産業構造の関係分析と提言（中田行彦） 

①製品アーキテクチャの決定因子の分析（中田 日本 MOT 学会⑫） 

製品アーキテクチャと産業構造の複雑な関係を分析するため、まずは製品アーキテクチャの
方向を決定する因子を検討し、図 5 に表す。 

柴田（2015）は、自動車産業のモジュール化の分析から、モジュール化のプロセスは、シス
テムの「複雑性」と、これを制御しデザイン・ルールを見出す「組織能力」の 2 つの因子で規
定されるとしている。 

中田は、既に述べた様に本研究により、グーグルのモジュール化スマートフォンの失敗事例
から、製品アーキテクチャの方向を決める因子として、「デザイン・ルール」の難易度を見出し
た（中田 日本 MOT 学会①）。 

中田（2009）は、プロセス日数で表される「複雑性」が大きい程モジュール型の程度を拡大
する方向に動くと見出した。プロセス日数が 30～60 日と長い半導体産業では、この「複雑性」
を単純化したいとのニーズが高い。このため、シリコンウエハサイズをデザイン・ルールとし
て受けいれると、装置を標準化でき安価で納期短縮のメッリトがあり、分業も可能になる。他
社との「競争戦略」では、デザイン・ルールであるシリコンウエハサイズと関係ない「微細化」
で差異化できる（中田 2009）。しかしプロセス日数が４～７日と短い液晶は、モジュール化し
なくても生産できる。またガラス基板サイズが大きい程大きな液晶パネルが生産でき多くの液
晶パネルを取り出すと安価で良品率も向上する（中田 2009）。つまり、液晶産業では、「競争戦
略」を重視して、ガラス基板サイズをデザイン・ルールと受け入れずに競争する。 

また、中田（経営情報学会⑭）は、シャープが中国スマホの変化を察知できず対応が遅れた
事例から、シャープはすり合わせが「持続的技術」として継続すると予測していたが、中国で
発生した「オープン・推奨モジュール型」の「破壊的技術」を察知・対応できなかった。             

このことから、イノベーションにおいて、
新しく起こってくる「破壊的技術」は、モジ
ュールがすでに完成していても、改善を迫り
「すり合わせ」が必要になってくる。 

自動車では電動化、自動運転や AI（人工知
能）、ディスプレイでは有機 EL と、絶えずの
「破壊的技術」が誕生し、「すり合わせ」が
必要となっている。 

製品アーキテクチャの方向を決定する因
子として、デザイン・ルールの難易度、複雑
性、競争戦略、組織能力、破壊的イノベーシ
ョンがあることを明らかにした。また、本モ
デルは、モジュール化への因子を明らかにし
た「モジュール化産業構造モデル」と言える。 図５ 製品アーキテクチャ決定因子(著者作成) 
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②「モジュール化」へのアプローチとマネジメトスタイルの関係分析 

先に述べたように、VW MQB では、多くの細かなモジュールに切り分け、多数のデザイン・
ルールを定義すると共に、デザイン・ルールの遵守を徹底することで、共通化と柔軟性を両立
しようとしている。これは基本に忠実な教科書通りのモジュラー設計といえ、デザイン・ルー
ルという形式知を重視する志向で、形式知志向の西洋型の「組織的知識創造」と言える。マネ
ジメントは、「トップダウン型」マネジメントである(中田 組織学会④)。 

一方、日産の「CMF」は、４＋１の「ビッグモジュール」の階層との下位の階層「Parts 

commodities」があることが明らかになった。この階層では、部品サプライヤーとやり取りに
より創りあげていく。つまり、「モジュール化」と、「Parts commodities」の「すり合わせ」
の両方を統合した戦略と解釈できる。これは現場の暗黙知を重視し、デザイン・ルールという
形式知と合わせこもうという志向であり、グループ中心で暗黙知志向という典型的な日本型の
「組織的知識創造」である。マネジメントは、経営陣が決めた「モジュール化戦略を」を尊重
するとともに、現場のシニアマネージからのイノベーションを取り込む「ボトムアップ型」の
マネジメントを、マネージャーが「すり合わせ」るという、「トップダウン型」と「ボトムアッ
プ型」の特長を統合したハイブリッド型のマネジメントである。 

この「モジュール化戦略」における、西洋型と日本型の「組織的知識創造」の違いが電気自
動車（EV）開発にも影響している。 

VW は EV 向けプラットフォーム「Modular Electrification Toolkit (MEB)」の開発を 2016

年から行っている。MEB を用いた EV コンセプトカー「I.D. BUZZ」を東京モーターショウ
2017 に展示した。電池・モーターを床下に設置し厚さ約 25 ㎝と非常に厚い。EV 向け MEB

を優先した「組織的知識創造」の西洋型アプローチと解釈される。 

日産は、リーフと新型リーフは、同じ形の蓄電池を採用し車体に下から取り付ける。現有の
生産ラインで多品種生産する「混流生産」を行うためで、グループ中心の現場の暗黙知を基に
した「混流生産」を重視する日本型の「組織的知識創造」を示していると言える。 

 

③製品アーキテクチャと産業構造の関係分析と提言 

本研究成果として、前に述べた液晶等の製品アーキテクチャの変化の分析から、製品アーキ
テクチャの方向を決定する因子として、デザイン・ルールの難易度、複雑性、競争戦略、組織
能力、破壊的イノベーションがあることを明らかにした。また、本モデルを「モジュール化産
業構造モデル」として、提案した。 

｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化は、広範囲な多数の因子の影響を受けるため、
察知、分析を行いにくい。しかし、上記のようにモジュール化への因子を見出したことにより、
デザイン・ルールの難易度、複雑性、競争戦略、組織能力、破壊的イノベーションという因子
を注視することで、｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化を察知、分析しやすくなった。 

 提言①「｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化を察知、分析するため、デザイン・ル
ールの難易度、複雑性、競争戦略、組織能力、破壊的イノベーションという因子を注視する。」 

 一方、自動車のモジュール化に、日本型と西洋型のアプローチがあることを見出した。 

VW は、多くの細かなモジュールに切り分け、多数のデザイン・ルールを定義すると共に、
デザイン・ルールの遵守を徹底する基本に忠実なモジュラー設計といえ、デザイン・ルールと
いう形式知を重視する志向で、形式知志向の西洋型の「組織的知識創造」と言える。 

日産は、「モジュール化」と、「Parts commodities」の「すり合わせ」の両方を統合した戦
略と解釈できる。これは現場の暗黙知を重視し、デザイン・ルールという形式知と合わせこむ
志向であり、グループ中心で暗黙知志向という典型的な日本型の「組織的知識創造」である。 

このことから、モジュール化戦略といえども、現場の暗黙知を重視し、日本型の「モジュー
ル化」と「すり合わせ」の両方を統合した戦略もあり得ることを見出した。 

提言②「モジュール化戦略といえども、現場の暗黙知を重視し、日本型の「モジュール化」
と「すり合わせ」の両方を統合した日本に適した戦略を立案する」 

以上の様に、本研究の成果として、｢モジュール化｣の進展に伴う産業構造の変化の察知、分
析方法の提言、および対応する戦略の立案指針の提言を行うことができた。 
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